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はじめに 

使用料・手数料の適正化について、本市では「使用料・手数料等適正化検討委員

会」における庁内検討を経て、「西東京市使用料等審議会」（以下「使用料等審議会」

という。）で審議を重ね、平成 15年度に「使用料・手数料等の適正化に関する基本

方針」（以下「基本方針」という。）を策定した。平成 19年度及び平成 27年度には、

使用料・手数料と原価との乖離の是正や原価計算の算定項目の見直し等により基本

方針を改定し、これまで使用料・手数料等の適正化に取り組んできた。 

しかし、令和元年 10 月に予定されている消費税率改定などの社会経済情勢の変

化への対応や市民負担の公平性の観点から、受益者負担のさらなる適正化を図る必

要が出てきた。 

そこで、これらの課題に対応するため、基本方針を改定することとし、平成 31年

１月 17日には使用料・手数料等の適正化について使用料等審議会に諮問した。併せ

て同年２月に「西東京市使用料・手数料適正化検討部会」で庁内検討を行い、それ

ら検討結果を整理し、令和元年５月に答申を得た。 

本基本方針は、庁内検討の結果や使用料等審議会からの答申を踏まえて改定した

ものである。 

 

１ 受益者負担に関する基本的な考え方 

（１）使用料・手数料 

使用料とは、行政財産の目的外使用や公の施設の利用に対して徴収されるもの

(地方自治法第 225条)をいい、手数料とは、特定の者に提供される事務について

その対価として徴収されるもの（同法第 227条）をいう。 

使用料・手数料は、利益を受ける者がその給付に対して負担するものであり、

給付と負担との間に対価関係がある点で非対価性に特質がある租税とは異なる。 

 

（２）受益者負担の適正化 

地方自治体の行政サービスは、住民福祉の実現を目指して行われ、その財源の

大部分は租税である。 

しかし、特定の者がサービスを利用し利益を受ける場合には、その受益の限度

において受益者から徴収した使用料・手数料を財源とすることを地方自治法は認

めている（地方自治法第 224条）。 

ただし、徴収に当たっては、「特に利益を受ける者から、その受益の限度におい

て」負担を求めることとされており、その受益に見合った適正な価格を定める必

要がある。 

受益者負担導入の根拠としては、次の三つが挙げられる。 
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【負担の公平性】 

特定の者が利益を受ける行政サービスについては、それに要した費用を受益

者に負担させることが公平との考え方である。 

サービスの受益者が適正に費用を負担しない場合、住民全体の税金により費

用負担することとなる。つまり、受益者が住民全体の負担で特別の利益を得る

一方で、非受益者は費用のみ負担して利益を享受できず、不公平が生じてしま

うこととなる。 

 

【資源配分の適正化】 

受益者から使用料・手数料を徴収することは、限られた資源を適正に配分す

るためにも必要である。 

例えば、水道料金が無料であれば、必要以上に水道水の消費量が増えること

となり、水道水の供給確保のために余分な投資と設備に対する維持管理費が増

大することとなる。 

 

【租税負担の減少及び自主財源の確保】 

使用料・手数料の徴収は、特定のサービスに対する財源を確保できることか

ら、租税負担の減少につながり、かつ自主財源を確保できることから、財政収

支の向上に寄与する。 

 

以上のことから、基本方針に基づき、受益者負担の適正化を図る。 

ただし、次に該当する場合は、例外的に受益者負担の導入又は改定を見送る。 

・ 政策的に配慮すべきもの 

・ 事業廃止となるもの 

・ 原価（理論上の適正対価）と現行価格を比べて乖離が小さいもの 

・ 実績件数の変動が大きいことから原価も大きく変動するもの 

・ 実績が少なく、適正な原価計算が困難なもの 

 

（３）原価の削減とサービスの向上のための内部努力 

使用料・手数料等については受益者負担を原則とする。受益者負担の導入に当

たっては、原価の削減、市民の利用満足度や施設稼働率の向上など、市は可能な

限り努力をする必要がある。 

その上で、受益者が応分の費用を負担することにより、行政サービスの質・量

が維持されることとなり、市財政の健全化も図ることができる。 

したがって、市は、使用料・手数料等の原価や利用者満足度などを常に意識し

てサービスを提供するとともに、使用料・手数料の妥当性について市民から理解

を得られるよう努めるものとする。 
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２ 適正価格決定の統一的な考え方 

受益者負担の原則を踏まえた使用料・手数料等に関する適正価格決定の統一的な

考え方は、次のとおりとする。 

 

１. 使用料・手数料等に係るサービスの原価を、統一的な方式により計算する。 

２. 原価計算の結果を、サービスの内容により定められた公費負担と受益者負担

の割合により按分し、理論上の適正対価を算出する。 

３. 最終的に、近隣地方自治体や類似施設の状況等、諸々の条件を考慮して、額を

決定する。 

 

 

  

STEP１

原価計算

STEP２

受益者負担
の割合

STEP３

適正価格の
決定

例外

減額・免除
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３ 原価計算 

（１）費用算定対象項目 

 原価計算に算入する費用算定対象項目は、直接費で現金収支を伴う人件費・物

件費・支払利息と、現金収支を伴わない減価償却費（使用料は建物・設備、手数

料は設備）とする。 

 なお、消費税率改定時には、その影響額を把握するため、改定率に応じて原価

計算を行うものとする。 

それぞれの費用の考え方については、次のとおりとする。 

 

① 人件費 

・施設の貸出及び行政サービスを提供するうえで人的措置は不可欠であるため、

直接的人件費を費用算定対象とする。 

種別 内容 備考 

直接的人件費 
施設の受付、維持管理又は行政サービスの提供に

従事する職員に要する経費 
算入する 

間接的人件費 
施設職員のうち、直接施設の維持管理業務に関わ

らない事務に従事する職員に要する経費 
算入しない 

・１人あたり単価については、総務省「地方財政状況調査」人件費の内訳のうち、

給料、扶養手当、地域手当、住居手当、通勤手当、管理職手当、期末勤勉手当、

地方公務員共済組合等負担金、災害補償費の合計を、総務省「地方公務員給与

実態調査」職員数（西東京市の一般会計に係る全一般職員）の合計で割った数

値を用いる。 

・管理職賃金については、管理監督業務を行っていることから人件費に含めて計

算する。 

 

② 物件費 

・賃金（嘱託員報酬を含む臨時職員等に係るもの。上記人件費に計上されるもの

を除く。）、需用費（消耗品費、印刷製本費、光熱水費、修繕料）、役務費（通信

運搬費、火災保険料）、委託料（施設の管理委託料等）、使用料及び賃借料（パ

ソコン等のリース料等）、その他受益者が負担すべきと考えられる当該建物の

維持管理や運営に係る経費（報償費等）。 

・電算に係る費用については、行政が本来行うべきである業務（＝ホストコンピ

ュータの管理・運用）と、個人利用のために本来業務から派生した事務（＝証

明書発行用端末機器の管理・運用）とを区別し、後者に係る費用を算入する。 

 

③ 支払利息 

・全借入期間に係る支払利息の総額を、減価償却の耐用年数で割った額とする。 
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④ 減価償却費 

・定額法を用いる。 

・耐用年数については「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（昭和 40 年大

蔵省令第 15号）を準用する。 

・トイレや廊下等の供用部分については、捕捉が困難なため原価計算に含めない。 

 

⑤ その他 

 ・国・都からの補助金のほか、普通交付税の基準財政需要額に算入される地方債

元利償還金、市町村に対する都の財政補完措置である東京都市町村総合交付金

については、施設ごとの行政コストの平準化を図るため、取得価格や経費に含

めて計算する。 

・土地については、資産として永久に内部に蓄積されているものであり、建物と

違い減価償却の考え方がないことから、費用に算入しない。ただし、借地代に

ついては、他の使用料及び賃借料と同じと捉え、費用に算入する。 

・施設の配置や利用者（＝施設利用により便益を受ける人）の範囲が、広域レベ

ルや市域レベルにある施設分野（注１）については、機能や用途の複合性（注

２）がない場合、行政コストを平準化するため、市内にある当該施設をグルー

プ化し、費用算定項目を合算して原価計算を行うものとする。 

圏域 

レベル 

施設機能・利用 

用途の複合性 
グループ化 対象となる施設分野（例） 

広域 

市域 

ない する 
屋外スポーツ施設 

（テニスコート、グラウンドなど） 

ある 
しない 

屋内スポーツ施設、文化施設 

地区 － 学校施設（地域開放） 

 

注１）公共施設の圏域（エリア）ごとの配置イメージ 

圏域区分 施設の配置基準 例示 

広域レベル 
隣接自治体、都などと連携し、共同での

利用を検討する施設 
文化施設、スポーツ施設など 

市域レベル 
市域全体で捉えて、数量・配置を検討す

る施設 

市庁舎・出張所、図書館、文化施設

など 

地区レベル 
地区で捉えて、数量・配置を検討する施

設 

小学校・中学校、公民館、市民交流

施設、児童館、学童クラブ、保育園、

高齢者福祉施設など 

「西東京市公共施設等総合管理計画」P108より抜粋 

注２）複合性とは「主要な施設用途が広域・市域レベルであっても、その機能の一部や施設利用に、地区レベル

の施設分野と同じ実態がある場合」をいう。（例：文化施設の貸室機能や市民交流的な利用など） 
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（２）費用算定方法 

 

① 施設使用料 

・費用算定対象項目を合算し、これを総面積・年間使用可能時間で割り、１㎡・

１時間あたりの原価を計算した上で、貸出面積・貸出時間に応じた原価を算出

する。 

   

＜算式－１＞  

施設使用料＝（人件費＋物件費＋支払利息＋減価償却費） 

÷総面積÷年間使用可能時間×貸出面積×貸出時間 

 

② 事務手数料 

 ・１分あたりの人件費に処理時間を掛けたものと、物件費と減価償却費を処理件 

数で割ったものを足し、1件あたりの費用を算出する。 

・１分あたりの人件費は、１人あたり単価を（開庁日数×７時間 45 分×60 分）

で割ったものを用いる。平均処理時間については、実際に数人の作業時間を測

定し、平均的な時間を定める。 

 

＜算式－２＞  

事務手数料＝（１分あたりの人件費×処理時間） 

＋｛（物件費＋減価償却費）÷処理件数｝ 

 

③ その他 

・ごみ、し尿処理手数料の原価計算については、市が行うごみ、し尿の収集・運

搬に要する費用に、柳泉園組合・広域処分組合で行う中間処理（焼却）・最終処

分（埋立て）に係る組合分担金（地方債元利償還金等）を経費に加え、特定財

源（東京都市町村総合交付金を含む）を引いたものを年間処理量で割る。 

 

＜算式－３＞  

ごみ、し尿処理手数料＝（人件費＋物件費＋組合分担金 

 －特定財源（東京都市町村総合交付金を含む））÷年間処理量 
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４ 受益者負担の割合 

市が提供するサービスには、市民の日常生活に必要で、市場原理に委ねては提供

されにくいものから、余暇の充実等のため特定の市民が利益を享受するもので、民

間において類似サービスが提供されているものまで、多岐にわたっている。 

このため、受益者負担の原則のみに基づき各サービスの価格を設定することは困

難である。そこで、サービスを性質別に分類し、その分類ごとに「公費負担」と「受

益者負担」の割合を設定する。 

 

（１）サービスの分類と受益者負担の割合 

各公共施設が提供するサービスを、公共性や日常生活上の必要性の強弱、民間

サービスの有無等から、選択性と市場性の二つの基準を組み合わせて９区分に分

類し、受益者負担の割合を定める。 

 

【選択性に関する基準】 

区分 性質 例

高 特定の目的を持った市民が利用するサービス テニスコート・野球場など

中 市民が多様な目的で利用できるサービス 会議室・多目的室など

低 市民生活に密着した基礎的なサービス 図書館など
 

 

【市場性に関する基準】 

区分 性質 例

高 民間でも広く提供されており、行政と民間が競合するサービス 駐車場など

中 民間では提供されにくく、一定の公共性を有するサービス 会議室など

低 民間では提供されておらず、主として行政が提供すべきサービス 公園など
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 【性質別分類表】 

  

① ② ③

受益者負担　50％
公費負担　　50％

受益者負担　30％
公費負担　　70％

受益者負担　　0％
公費負担　　100％

民間事業者によるサービス提
供がなく、特定の目的を持っ
た市民が利用するサービス

民間事業者によるサービス提
供がなく、市民が多様な目的
で利用できるサービス

民間事業者によるサービス提
供がなく、市民生活に密着し
た基礎的なサービス

④ ⑤ ⑥

受益者負担　70％
公費負担　　30％

受益者負担　50％
公費負担　　50％

受益者負担　30％
公費負担　　70％

民間事業者によるサービス提
供が少なく、特定の目的を
持った市民が利用するサービ
ス

民間事業者によるサービス提
供が少なく、市民が多様な目
的で利用できるサービス

民間事業者によるサービス提
供が少なく、市民生活に密着
した基礎的なサービス

⑦ ⑧ ⑨

受益者負担　100％
公費負担　　　0％

受益者負担　70％
公費負担　　30％

受益者負担　50％
公費負担　　50％

民間事業者でも広く提供され
ており、特定の目的を持った
市民が利用するサービス

民間事業者でも広く提供され
ており、市民が多様な目的で
利用できるサービス

民間事業者でも広く提供され
ており、市民生活に密着した
基礎的なサービス

低

低

高

市

場

性

選 択 性
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  【サービス機能の位置づけ】 

各公共施設が提供するサービス機能を、性質別分類表に次のように位置付ける。 

① ② ③

受益者負担　50％
公費負担　　50％

受益者負担　30％
公費負担　　70％

受益者負担　　0％
公費負担　　100％

◆ホール・リハーサル室
◆体育室・体育館
◆グラウンド・校庭
◆武道場

◆図書館
◆公園
◆小学校・中学校

④ ⑤ ⑥

受益者負担　70％
公費負担　　30％

受益者負担　50％
公費負担　　50％

受益者負担　30％
公費負担　　70％

◆テニスコート
◆プール
◆トレーニング室
◆音楽練習室

◆会議室・教室
◆多目的室

⑦ ⑧ ⑨

受益者負担　100％
公費負担　　　0％

受益者負担　70％
公費負担　　30％

受益者負担　50％
公費負担　　50％

◆駐車場

低

低

高

市

場

性

選 択 性

 

・原価計算結果と条例で定める利用料金に乖離が生じる場合は、受益者負担割合の

±10％までは適正範囲内とする。 

・各サービスの適正価格を求める際には、その機能がどの区分に該当するかを明確

化した上で、原価計算することとする。 

・当該施設の本来目的以外での利用（目的外利用）や本来の利用対象者以外の者が

施設を利用する際の受益者負担の割合については、原則として、通常の割合より

１区分高い割合を採用する。 

・現在は使用料・手数料等を徴収していないサービスであっても受益者負担を検討

すべきサービスについては、担当課においてどの区分に該当するかを考慮し、受

益者負担の適正化に努め、庁内で協議の上、価格を決定することとする。 
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（２）西東京市における受益者負担の基本的な考え方 

上記の考え方に基づき、西東京市において提供しているサービスの価格を決定

する際には、次を原則とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）事務手数料の受益者負担の考え方 

証明書発行等に係る事務手数料は、本来業務から特定の者の利益のために派生

した事務に係る経費であり、費用算定もその考え方によって行っている。したが

って、証明書発行等に係る費用については受益者が 100％負担することが妥当で

ある。 

なお、原価計算結果と条例で定める料金との乖離が 1.5倍を超える事務手数料

については、原則として料金見直しを検討する。 

  

① 市民生活にとって、基礎的なサービスであり、しかも民間では提供されにくく、

主として行政が提供するサービスについては、原則として無料とする。 

② 上記以外は、原則として受益に応じた負担を、市場性・選択性の強弱に応じて、

受益者が負うこととする。 

③ 受益者負担の基本的な考え方は、時代環境の変化に即して見直すこととする。 
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５ 適正価格の決定 

 原価計算により算出したサービスに係る原価を受益者負担の割合に当てはめるこ

とで理論上の適正価格を求めることができる。しかし、最終的な価格決定に当たっ

ては、市民生活への影響、近隣自治体の類似施設との比較、市内の同種（類似）施

設との均衡等を考慮することとする。 

 さらに、施設使用料については、各施設の設置目的、管理運営についての考え方、

施設・設備の立地条件、規模、老朽度合等を総合的に勘案し、適正価格を決定する。 

 なお、改定額の上限は、市民生活への影響を考慮し、原価との乖離が著しいなど

特別な場合を除き、現行価格のおおむね 1.5倍とする。 

 

 

６ 施設使用料の「減額・免除」 

（１）減額・免除に関する基本的な考え方 

施設使用料については、受益者負担の原則に基づき適正化を進めてきたが、障

害者等への配慮や各団体の社会参加の促進等の観点から、例外として減額又は免

除（以下「減免」という。）を実施してきた。 

しかし、減免実施による利用者層の固定化や利用者間の不公平感の高まりなど

が指摘されている。また、減免に係る負担については租税で補うことになる。こ

のことから、減免はあくまで政策的で例外的な措置であることを再確認するとと

もに、その適用については、真にやむを得ないものに限定する（受益者負担の徹

底）。 

なお、減免の取扱いについても、時代環境の変化に即して適宜見直すこととす

る。 

 

（２）減免基準 

施設使用料の減免については、原則として実施しない。 

しかし、政策的事情やその他やむを得ない事情がある場合は、減免基準の適用

を認めるものとする。 

減免基準については、利用者を団体利用と個人利用に区分し、利用区分に応じ

て設定する。減額する場合の減額率については、５割を基本として、施設の特性

や利用者、非利用者との公平性などを勘案し、設定するものとする。 

将来的には、今後の公共施設のあり方に合わせて、利用目的に応じた減免基準

について検討する。 

なお、施設の管理運営に指定管理者制度を導入した施設については、別途、減

免の取扱いを定める。 
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【団体利用について】 

 

① 市、教育委員会が主催又は共催で使用する場合は、特定施設を除き、免除と

する。 

② 当該施設の管理運営団体が当該施設を公共目的で利用する場合は、原則と

して免除とする。 

③ 市内の市立小中学校や市内の特別支援学校が教育目的で利用する場合は、

免除とする。 

④ 市、教育委員会が認める各種の団体が当該施設の利用目的に即し、公的な理

由（広く一般に向けた催しの開催等）で使用する場合は、減額とする。 

⑤ 市立小中学校や市内の特別支援学校を除く市内の学校が教育目的で利用す

る場合は、減額とする。 

⑥ 構成員の半数以上が障害者の団体が利用する場合は、減額とする。 

⑦ 構成員の半数以上が 18歳以下の団体が利用する場合は、減額とする。 

 

 

【個人利用について】 

① 生活保護法（昭和 25年法律第 144号）の適用を受けている者が利用する場

合は、免除とする。 

② 障害者（介助者 1名を含む）が利用する場合は、減額とする。 

 

【その他の減免事由】 

① 上記利用の減免以外に、特に必要と認める事由がある場合は、西東京市使用

料等審議会に諮り、意見を求めた上で、別途定めることができる。 

② その他、市長又は教育委員会が特に必要と認める急な事由がある場合は、真

にやむを得ないものに限定し、その事由を明確にした上で、減免することが

できる。 

 

 

（３）減免回数の制限 

  施設の利用に関しては、年間の開館時間から、全体の利用に一定の制約がかか

ることになる。そのため、より適正かつ公平な施設利用を促進する観点から、減

免の適用について、施設の利用実態等に即して回数制限を設けることができる。 

 

（４）減免資格の確認 

  減免を適用するための資格を確認するに当たっては、身分証明書、各障害者手

帳、団体名簿等、妥当な方法により確認する。 
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７ 官民連携（PPP）手法により整備される施設の取扱い 

 官民連携（PPP）手法により整備される施設について、市の所有権の有無に関わら

ず、条例により公の施設として位置づけられるものは、原価計算の対象施設とする。 

 

 

８ 指定管理者制度を導入する施設の取扱い 

 新たに指定管理者による利用料金制を導入する施設は、基本方針に基づく原価計

算により、利用料金の上限額を算定するとともに、適正な指定管理料を定めるもの

とする。 

 すでに利用料金制を導入している施設についても、指定管理者の更新時期（指定

手続）を見据え、基本方針に基づく原価計算を行うものとする。 

 

 

９ 使用料・手数料の見直し周期と原価計算 

 使用料・手数料については、原価との乖離が著しいなど特別な場合を除き、原則

として、３年ごとに見直し作業を行うこととする。 

ただし、施設の管理運営に指定管理者制度を導入するなど特別な事情がある場合

は、委託期間等考慮し、別途定めることとする。 

 原価計算については、次のとおり担当課が実施し、結果を企画政策課に報告する

こととする。 

① 原価の削減に努めることを目的に、毎年度、その変化を把握する。 

② 消費税率改定時に、改定による影響額を把握する。 

 

 

10 使用料等審議会への諮問 

 使用料・手数料の適正化の検討は、本方針に従い、担当課において遺漏のないよ

う個別に対応し、使用料等審議会に諮ることとする。ただし、使用料等審議会条例

において適用外となっている事項は除く。 

なお、西東京市手数料条例に規定する各手数料徴収事務は、複数の課が担当して

いることから、企画政策課と関係各課が連携して対応する。 
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11 その他の受益者負担 

 使用料・手数料以外の受益者負担に係る事項は、本方針の内容を踏まえ、担当課

において適切に対応することとする。 
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30 西企企第 220 号 

平成 31 年１月 17 日 

 

 

西東京市使用料等審議会 

   会長 米 田  正 巳 様 

 

 

西東京市長 丸 山 浩 一 

 

 

西東京市使用料・手数料等の適正化について（諮問） 

 

 このことについて、西東京市使用料等審議会条例（平成 15年３月 31日  

条例第２号）第２条の規定により、下記のとおり諮問いたします。  

 

 

記 

 

１ 諮問事項 

   

「使用料・手数料等の適正化に関する基本方針（平成 27年度改定版）」の 

見直し 

 

２ 諮問内容 

   

2019 年 10 月に予定されている消費税率の改定などの社会経済情勢の変化への

対応や市民負担の公平性の観点から、受益者負担のさらなる適正化を図るため、

「使用料・手数料等の適正化に関する基本方針（平成 27年度改定版）」の見直し

について、御審議の上、御答申賜りたく諮問いたします。 

 

 

 

  



 

 

3 1 西 審 使 第 ４ 号 

令和元年５月 14 日 

 

 

 西東京市長 丸 山 浩 一 様 

 

 

西東京市使用料等審議会 

    会 長 米 田  正 巳 

 

 

西東京市使用料・手数料等の適正化について（答申） 

 

 平成31年１月17日付30西企企第220号により諮問のあった西東京市使用料・手

数料等の適正化について、本審議会で審議し、その結果を取りまとめたので、次

のとおり答申する。 

 

  



 

 

１ はじめに 

 

 使用料・手数料の適正化のための取組として、市においては、平成 15年度に「使

用料・手数料等の適正化に関する基本方針」（以下「基本方針」という。）を策定し

た。その後、原価との乖離の是正や原価計算の算定項目等に関して、平成 19年度及

び平成 27 年度に基本方針を改定し、これを基に使用料・手数料の適正化に取り組

んできた。 

 しかし、本年 10 月に予定されている消費税率改定などの社会経済情勢の変化へ

の対応や市民負担の公平性の観点から、受益者負担のさらなる適正化を図る必要が

生じている。 

以上のことから、基本方針の改定に向けて、本審議会において使用料・手数料等

の適正化について審議を重ねてきたところである。 

 

 

２ 答申 

 

市の財政状況については、昨今の景気の回復基調等に伴う市税収入の伸びが見込

まれる一方で、少子高齢化の進展や社会経済情勢の変化に伴う社会保障関連経費の

増加などを背景として、財政の硬直化が進んでいる。 

 このような状況においても、市が、将来にわたり安定した行財政運営を行い、市

民サービスの維持・向上を図っていくためには、社会状況の変化への対応や、今後

訪れる公共施設の老朽化に伴う一斉更新等の諸課題に適切に対応していく必要が

ある。 

 これらを踏まえた上で、次のとおり答申する。 

 

（１）受益者負担区分の見直しについて 

現行の基本方針では、市が提供するサービスの目的や機能について、公共性

や日常生活上の必要性の強弱、民間サービスの有無等から、２つの基準を組み

合わせて４つの区分に分類し、その分類ごとに「公費負担」と「受益者負担」

の割合を設定している。 

市が提供するサービスには、市民の日常生活に必要で、市場では提供されに

くいものから、余暇の充実等のため特定の市民が利益を享受するものまで多岐

にわたるため、サービスを性質別に分類する現行の考え方は妥当である。 

しかしながら、各区分の受益者負担の割合に一定の幅のある現行の４区分に

よる考え方では、人件費、物件費等による行政コストの増加があった場合に、

当該増加分を踏まえた原価計算を行っても、なお、従前の区分の範囲内に留ま

ることが多く、結果として、受益者に対する適切な行政コストの転嫁が難しい

ことが課題となっている。 

そこで、受益者負担区分をサービスの性質により９区分に細分化し、それぞ

れに受益者負担の割合を定めることは、市民負担の公平性の観点からも妥当で

あると考える。 

なお、サービスの性質に応じた受益者負担の割合は、【性質別分類表】に示す

とおりと考える。 

  



 

 

【性質別分類表】 

① ② ③

受益者負担　50％
公費負担　　50％

受益者負担　30％
公費負担　　70％

受益者負担　　0％
公費負担　　100％

民間事業者によるサービス提
供がなく、特定の目的を持っ
た市民が利用するサービス

民間事業者によるサービス提
供がなく、市民が多様な目的
で利用できるサービス

民間事業者によるサービス提
供がなく、市民生活に密着し
た基礎的なサービス

④ ⑤ ⑥

受益者負担　70％
公費負担　　30％

受益者負担　50％
公費負担　　50％

受益者負担　30％
公費負担　　70％

民間事業者によるサービス提
供が少なく、特定の目的を
持った市民が利用するサービ
ス

民間事業者によるサービス提
供が少なく、市民が多様な目
的で利用できるサービス

民間事業者によるサービス提
供が少なく、市民生活に密着
した基礎的なサービス

⑦ ⑧ ⑨

受益者負担　100％
公費負担　　　0％

受益者負担　70％
公費負担　　30％

受益者負担　50％
公費負担　　50％

民間事業者でも広く提供され
ており、特定の目的を持った
市民が利用するサービス

民間事業者でも広く提供され
ており、市民が多様な目的で
利用できるサービス

民間事業者でも広く提供され
ており、市民生活に密着した
基礎的なサービス

低

低

高

市

場

性

選 択 性

 

 【選択性に関する基準】 

区分 性質 例

高 特定の目的を持った市民が利用するサービス テニスコート・野球場など

中 市民が多様な目的で利用できるサービス 会議室・多目的室など

低 市民生活に密着した基礎的なサービス 図書館など  

 【市場性に関する基準】 

区分 性質 例

高 民間でも広く提供されており、行政と民間が競合するサービス 駐車場など

中 民間では提供されにくく、一定の公共性を有するサービス 会議室など

低 民間では提供されておらず、主として行政が提供すべきサービス 公園など  
 

 各サービスの適正価格を求める際には、その施設機能やサービスなどがど

の区分に該当するかを明確化したうえで、原価計算することが望ましい。 

 なお、当該施設の本来目的以外での利用（目的外利用）や本来の利用対象

者以外の者が施設を利用する際の受益者負担の割合については、原則として、

通常の割合より１区分高い割合を採用することが妥当であると考える。 



 

 

 

 

（２）原価計算について 

   サービスの提供に伴う費用を把握するとともに適正価格を算出するための

判断材料として、市では統一的な方法で原価計算を行っているが、以下２点の

原価計算の考え方を加えることで、行政コストの平準化を図ることが妥当であ

ると考える。 

ア 減価償却費の算定にあたり、建物等の取得価格から国・都の補助金等の

特定財源を除かないこととする。 

イ 施設の配置や利用者（＝施設利用により便益を受ける人）の範囲が、広

域レベルや市域レベルにある施設分野については、機能や用途の複合性を

踏まえた上でグループ化し、費用算定項目を合算して原価計算を行うこと

とする。 

 

   また、官民連携（PPP）手法により整備される施設であって、市の所有権の有

無に関わらず、条例により公の施設として位置づけられるものは、原価計算の

対象施設とすることが望ましい。 

 

（３）指定管理者制度導入施設の取扱いについて 

   指定管理者により利用料金制を導入する施設は、当該施設に係る条例により

利用料金の金額の上限が定められており、利用料金は、指定管理者があらかじ

め市長の承認を受けた上で定めるものとされている。 

今後、新たに指定管理者による利用料金制を導入する施設については、当該

施設の特性を適切に判断するとともに、基本方針に基づく原価計算を行い、そ

の上で、利用料金の金額を検証すべきである。 

また、すでに利用料金制を導入している施設は、指定管理者の更新時期を見

据え、上記に従い、再度、利用料金の金額を検証、見直しの上で、指定管理料

全体の算定に努めることが望ましいものと考える。 

 

（４）事務手数料に係る料金改定の基準について 

   現行の基本方針では、証明書等発行にかかる費用については受益者が 100％

負担することとなっている。 

原価計算結果を条例で定める料金で除した乖離率が 1.5倍を超える事務手数

料については、原則として料金見直しを検討することが妥当であると考える。 
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